
都道府県財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
 長崎県
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [147,243円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口10万人当たり職員数 [1,442.39人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [197.3%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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長崎県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄

○財政力指数
県税など自ら確保する収入（自主財源）の割合が歳入の32.7％（県税は全体の15.5％）と低く、歳
入の多くを地方交付税や国庫支出金など国からの収入に依存しているため、低い水準に留まっ
ている。

○経常収支比率
　県税や地方交付税などの一般財源収入が少ないことなどから類似団体の平均より高くなって
おり、平成21年度は、収支改善対策、行財政改革プランに基づく職員数の削減、給与構造改革
等による職員給与費の減などにより、前年度と比べて1.1ポイントの減となった。

○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
「収支改善対策」（平成17～21年度）や「長崎県行財政改革プラン」（平成18～22年度）、「収支構
造改革」（平成20～22年度）に基づき、人件費や物件費等の内部管理経費の適正化に取り組ん
でおり、その結果、人口１人当たり人件費・物件費等決算額が低い水準となっている。

○実質公債費比率
地方財政対策上の措置として、臨時財政対策債などの特例的な県債を発行していることなどか
ら地方債残高は前年度と比べて増加しているものの、計画的・重点的に建設事業を行うととも
に、交付税措置のある有利な県債の活用に努めた結果、実質公債費比率は類似団体の平均よ
りも低い水準となっている。

○将来負担比率
近年の公共事業費の減少に伴い事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費等の
額（算入公債費等の額）が減少したこと等により、前年度に比べ3.9ポイントの低下となった。

○人口100,000人当たり職員数
「長崎県行財政改革プラン」に基づき、県民サービスの維持と向上に努めながら、組織や事業の
見直し、事務の効率化などにより、推進期間中の5年間に県庁全体で963人（4.3％）の削減に取
り組んでいる。加えて厳しい財政状況を踏まえ、「収支構造改革」により、知事部局等でさらに100
人の削減に取り組んでいる。

○ラスパイレス指数
　給与構造改革にあわせ、標準職務の見直しを平成１８年度に行っており、現給保障を実施して
いるため、徐々に見直し効果が現れてきていることから、今後も引き続き逓減していく見込み。

≪今後の取り組み≫
従来の「収支改善対策」（平成17～21年度）や「長崎県行財政改革プラン」（平成18～22年度）に
加え、持続可能な財政の健全性を維持するため、平成20年度からの3年間で歳入・歳出両面か
ら収支改善を図る総額165億円の「収支構造改革」に取り組んでいる。


